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経年劣化に関する技術的な評価と長期施設管理方針について 

 

1. はじめに 

 本資料は、核燃料物質の加工の事業に関する規則（以下、加工規則という）」の 2020 年 4 月改正等に伴

い、2020 年 9 月 25 日に変更認可申請を行った保安規定の加工施設における経年劣化に関する技術評価

と長期施設管理方針について、説明するものである。 

 

2. 経年変化に関する技術的な評価と加工施設の保全のために実施すべき措置に関する十年間の計画 

 2020 年 4 月の改正前の加工規則第７条の８の２第２項の規定に基づき、加工施設の経年変化に関する

技術的な評価（以下、高経年化評価という）及び高経年化技術評価に基づく保全のために実施すべき措置

に関する１０年間の計画（以下、長期保全計画という）の策定（以下、これらを併せて高経年化対策という。）

が義務付けられており、当加工施設においては、平成 20 年度に最初の高経年化対策を策定し、これから

十年を超えない期間である平成 29 年度に第 2 回目の高経年化対策を策定している。 

添付 1 に平成 29 年度、第 2 回目の高経年化対策に関する報告書の概要を示す。 

 

3. 経年劣化に関する技術的な評価と長期施設管理方針に係る保安規定変更案 

 改正された加工施設における保安規定の審査基準の加工施設の施設管理に基づく保安規定変更案に

ついて、経年劣化に関する技術的な評価の実施を表１、長期施設管理方針を表２に示す。 
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表１ 経年劣化に関する技術的な評価の実施についての保安規定変更案 

加工施設における保安規定の審査基準 

加工規則第８条第１項第１６号 加工施設の施設管理 

保安規定（変更案） 

2 加工施設の経年劣化に係る技術的な評価に関す

ることについては、「加工施設及び再処理施設の高

経年化対策に関する基本的考え方」（平成 20・05・

14 原院第２号（平成２０年５月１９日原子力安全・

保安院制定））等を参考とし、加工規則第７条の４の

２に規定された加工施設の経年劣化に関する技術

的な評価を実施するための手順及び体制を定め、

当該評価を定期的に実施することが定められてい

ること。 

（加工施設の経年劣化に関する技術的な評価及び長期施設管理方針） 

第６５条の２ 担当部長は、「加工施設及び再処理施設の高経年化対策に関する基本的考え方」等を参考

とし、１０年を超えない期間ごとに加工施設の経年劣化に関する技術的な評価（高経年化評価）を実施し、

施設の保全のために実施すべき措置に関する１０年間の長期施設管理方針を策定する。また、担当部長

は、高経年化評価を実施するために設定した条件又は評価方法を変更する場合は、当該評価の見直しを

行い、その結果に基づき長期施設管理方針を変更する。ここで、高経年化評価とは、加工施設について、

その構成する機器・構築物のうち安全機能を有するものについて、工学的に想定される経年変化事象の

影響を分析し、その機器・構築物に施されている現状の保安活動が、その経年変化事象の顕在化による

機器・構築物の機能喪失を未然に防止できるかどうかの評価を行うことをいう。 

3 事業を開始した日以後２０年を経過した加工施設に

ついては、長期施設管理方針が定められているこ

と。 

（加工施設の経年劣化に関する技術的な評価及び長期施設管理方針） 

第６５条の２ 

２ 加工施設の長期施設管理方針は添付３に示すものとする。 

4 加工規則第８条第１項第１６号に掲げる加工施設

の施設管理に関することを変更しようとする場合

（加工規則第７条の４の２第１項若しくは第２項の規

定により長期施設管理方針を策定し、又は同条第

３項の規定により長期施設管理方針を変更しようと

する場合に限る。）は、申請書に加工規則第７条の

４の２第１項若しくは第２項の評価の結果又は第３

項の見直しの結果を記載した書類（以下「技術評価

書」という。）が添付されていること。 

第６５条の２第１項に同じ 

5 長期施設管理方針及び技術評価書の内容は、「加

工施設及び再処理施設の高経年化対策に関する

基本的考え方」等を参考として記載されていること。
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表２ 長期施設管理方針の保安規定変更案（下記を添付３として追加） 

No. 追加保全項目 対象施設 部位・経年劣化

事象 

健全性評価方法 実施時期（年度） 

・・・ 2022 年 ・・・ 2027 年 

1 非破壊検査によ

る腐食や減肉の

点検 

放射性物質を含

む溶液を取り扱

う遠心分離機、

タ ン ク 、 ポ ン プ

類、配管類 

本 体 及 び 配 管

の腐食等による

減肉 

設計肉厚からの減肉量により必要な肉

厚を保持しているかを評価 

 

（施設管理に反映し、1 年で全体を確認後、減肉が確認され

た箇所について保全計画において実施頻度等を決定） 

2 点検範囲、点検

方 法 及 び 補 修

の 要 否 や 方 法

の見直し 

排 気 及 び 給 気

のダクト 

ダクト本体の腐

食、変形及び劣

化 

設計仕様及びこれに準じた仕様を確保

できていることの評価及び補修が適切

であるかの評価 

 

（不適合処置として全体を確認しているため、その後は定め

た保全計画に従い実施） 

3 高 圧 絶 縁 試 験

（ 漏 れ 電 流 試

験）の継続 

特高変電所から

２次変圧器まで

の高圧ケーブル 

絶縁体の劣化 高圧絶縁試験（漏れ電流試験）による

評価 

             △                 △ 

（系統毎に５年を超えない期間に１度実施） 

4 ガスケット特別

点検 

 

水素ガスタンク ガスケットの劣

化 

劣化の有無を目視及び触手検査で評

価 

        △         △         △ 

（３年に１回の頻度で実施。現在は水素タンクから水素を抜

き、新規制基準対応により当該タンクを撤去予定であるた

め、特別な保全を実施） 

5 外観目視調査、

中性化調査、コ

ン ク リ ート 強 度

試験の継続 

建屋（第１加工

棟 、 第 ２ 加 工

棟 、 第 ２ 貯 蔵

棟、廃棄物貯蔵

棟第２棟、動力

棟） 

コンクリートの劣

化、中性化 

・外観目視調査：耐震診断法の経年指

標による評価及び原子力発電所の維

持管理指針の評価基準を参考にした評

価 

・中性化調査：コア採取によるかぶり厚

さの評価 

・コンクリート強度試験：コア採取による

圧縮強度試験 

 

 

             △                △ 

（５年に１回の頻度で実施） 

6 基礎ボルト破壊

試験の継続 

安全機能を有す

る施設の設備・

機器 

基礎ボルト埋設

部の腐食、劣化

破壊試験による引張、せん断応力評価  

             △                △ 

（５年に１回の頻度で実施） 

 

注）施設の状態（新規制基準に対応した更新、改造及び撤去等）及び評価条件の変更に応じて、第６５条の２第１項の定めにより見直す。 
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添付１ 

 

加工施設の高経年化対策に関する報告書（概要版） 

 

1. はじめに 

 加工事業者には、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第２１条の２第１項の規定に

より、核燃料物質の加工の事業に関する規則（昭和 41 年総理府令第 37 号）第７条の８の２第２項の規定

に基づき高経年化技術評価及び長期保全計画を併せた高経年化対策の策定が義務付けられており、平

成 20 年度に最初の高経年化対策を策定したことから、これから十年を超えない期間である平成 29 年度に

第 2 回目の高経年化対策を策定した。 

 本資料は、GNF-J における高経年化技術評価の結果と長期保全計画について、その概要をまとめたもの

である。 

 

2. 高経年化技術評価の概要 

（1） 評価の方法 

高経年化技術評価は、下図に基づき実施した。 

 
図１ 高経年化技術評価のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設全体の機器・構築物

構造（型式）、使用目

的等による分類 

評価対象機器・構築物の選定 

経年劣化事象の抽出 

機器等の 
部品レベル 
への展開 

部品レベルで

の構造、材料、

使用条件 

着目すべき経年変

化事象と評価箇所

の抽出 

カテゴリ化、グループ化、代表機器の選定 

消耗品、定期取替品の抽出 

閉じ込め、臨界、火災・

爆発、耐震等 
による抽出 

技術評価対象外 

（劣化の状況により判断するものを除く） 

安全機能の維持の評価 

耐震安全性の評価 

長期保全計画の策定

現状保全での充足性（追

加保全策等）の検討 

経年変化等事象の発生、進展の評価 

耐震安全性の評価 

現状保全での充足性（追

加保全策等）の検討 

経年変化等事象の発生、進展の評価 

耐震安全性以外の評価 
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（2） 評価期間 

① 評価実施期限：平成 30 年 3 月(2018 年 3 月) 

② 評価対象期間：平成 21 年 4 月(2009 年 4 月)～平成 30 年 3 月(2018 年 3 月) 

 

（3） 評価対象機器・構築物の選定・分類・代表機器 

① 評価対象機器・構築物の選定 

 評価対象とする機器・構築物は、加工事業変更許可申請書に記載されている安全機能を有する施設

とする。但し、事業変更許可申請にて撤去した設備・機器及び新設する設備・機器については、今回の

評価対象設備からは除外した。 

② 評価対象機器・構築物の分類・代表機器 

 評価対象となる設備を、設工認申請機器中心の設備台帳及び各部署で所有する設備・機器台帳に

より網羅的に抽出した後、高経年化対策の評価を効率的に実施するため、対象機器・構築物の使用目

的、安全機能を考慮し、カテゴリに分類した。ここで、安全機能としての耐震機能については、評価対象

設備全体に係るものであることから、基礎ボルトは軌道上の搬送設備等を除きほとんどの設備が対象

となり重複するため、単独として纏めることはしていない。 

 各カテゴリの中で、構造（型式）、環境、材質等を考慮し、グループ化を行い、さらに、クループ化した

機器の中から、高経年化の観点で代表性のあるものを代表機器として選定した。各カテゴリ、グループ、

代表機器及びその選定理由を表１に示す。 
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表１ グループ、代表機器及びその選定理由 
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表１ グループ、代表機器及びその選定理由 
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表１ グループ、代表機器及びその選定理由 
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表１ グループ、代表機器及びその選定理由 
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表１ グループ、代表機器及びその選定理由 
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表１ グループ、代表機器及びその選定理由 
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表１ グループ、代表機器及びその選定理由 
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表１ グループ、代表機器及びその選定理由 
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表１ グループ、代表機器及びその選定理由 
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3. 高経年化技術評価の結果 

（1） 現状保全に追加すべき項目 

 加工施設を構成する建物、設備・機器の高経年化評価の結果、表２に示す経年変化事象が抽出され、

これについて同表に示す現状保全を継続していけば、大部分の設備あるいはその部位については、今

後 10 年間の安全機能は維持できるという結果が得られた。 

 しかしながら、一部の機器・構築物については、進展の把握が日常点検や定期点検で困難なもの、さ

らに精度良く把握する必要があるものについては、現状保全に不足するものであるため、追加の保全

策として実施することとした。これらの追加保全策にあっては、必要な対応をすべき判定基準を含めた

社内の実施手順書を予め策定した上で実施する。 

 

抽出された追加保全策は、次のとおりである。 

① 遠心分離機、タンク、ポンプ類、配管類：非破壊検査による腐食や減肉の点検 

② ダクト：点検範囲、点検方法及び補修の要否や方法を見直した追加保全 

③ 高圧ケーブル：定期的絶縁試験の継続 

④ 水素ガスタンク：ガスケット特別点検の実施 

⑤ 建屋：外観目視調査、中性化調査、コンクリート強度試験の継続 

⑥ 基礎ボルト：破壊試験の継続 

 



添付 1-13 

表２ 評価結果 
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表２ 評価結果 
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表２ 評価結果 
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表２ 評価結果 
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表２ 評価結果 
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4. まとめ 

 加工施設を構成する建物、設備・機器について、高経年化対策に関する評価を実施した結果、現状保全

を継続して行くことにより今後 10 年間の供用を仮定しても安全に操業を継続することが可能であるとの見

通しが得られた設備もあったが、一部の機器については、今後の高経年化を考慮した場合、現状の保全に

追加して実施すべき課題が抽出された。これらについては、長期保全計画に反映し、実施していくこととす

る。 

 


